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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業

１．共同実証の概要
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業１‐１．共同実証プロジェクトの概要

小小 売売

アパレルアパレル

生生 鮮鮮

共同実証の
目的

共同実証の
目的

１．平成１９年度策定のメッセージ・スキーマの精度向上
２．流通ビジネスメッセージ標準の商材拡大検証
３．普及・拡大に向けたインフラ課題解決

共同実証の
前提条件

共同実証の
前提条件

≪アパレル≫ ≪生鮮≫

商品カテゴリ 衣料品 食肉、青果、水産物

業務 ６業務＋値札 ６業務＋集計表作成データ

接続形態 N対N（小売対卸）マルチベンダ環境 N対N（小売対卸）マルチベンダ環境

ebXML MS,JX手順、AS2

メッセージ・スキーマ 基本形 Ver1.1 生鮮 Ver1.0

プロトコル ebXML MS,JX手順、AS2

イオン株式会社イオン株式会社

イズミヤ株式会社イズミヤ株式会社

株式会社近商ストア株式会社近商ストア

株式会社ｼｼﾞｼｰｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社ｼｼﾞｼｰｼﾞｬﾊﾟﾝ

株式会社ダイエー株式会社ダイエー

株式会社平和堂株式会社平和堂

ユニー株式会社ユニー株式会社

伊藤ハム株式会社伊藤ハム株式会社

JA全農ﾐｰﾄﾌｰｽﾞ株式会社JA全農ﾐｰﾄﾌｰｽﾞ株式会社

スターゼン株式会社スターゼン株式会社

日本ハム株式会社日本ハム株式会社

アツギ株式会社アツギ株式会社

グンゼ株式会社グンゼ株式会社

クロスプラス株式会社クロスプラス株式会社

ﾄﾘﾝﾌﾟ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社ﾄﾘﾝﾌﾟ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社

株式会社ルシアン株式会社ルシアン

株式会社ワコール株式会社ワコール

共

同

実

証
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業１‐２．共同実証プロジェクト計画

８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３７

（２）実行計画の策定

（３）検証実施項目の策定

（４）共同実証環境の構築

（７）成果分析

運用報告書

実行計画書

評価ｼｰﾄ

要件定義書
(環境･ﾂｰﾙ)

環境設計書

ﾂｰﾙ設計書

要件定義 環境設計 環境構築

ツール設計・開発

（６）共同実証の実施

相互接続

（５）共同実証環境の運営

実
装
企
業

共
同
実
証
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
タ
ス
ク

業務運用

①
体制立上げ、
計画立案、
標準EDI
仕様理解

③基本設計

⑧ネットワーク構築

⑤詳細設計

⑥ネットワーク設計④取引先との調整

②
社内調整、
システム開発
要件定義
稟議と調達

（１）課題検討

平成１８年度残課題検討 平成１９年度課題検討

検討結果の採用

共同実証
報告書

⑦EDIシステムの開発・構築・テスト

⑨取引先との
EDI通信接続確認

⑩
取引先と
業務運用確認

⇒ 本番

共同マッピング作業

順次、本番移行へ

共同実証
報告書

スキーマリリース
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業１‐３．共同実証の仮説

共同実証の仮説共同実証の仮説

共通テーマ共通テーマ 個別テーマ個別テーマ

（１）メッセージ項目／構造の充足度
・社内システムとは過不足なく連携できる

（２）業務プロセスの適合度
・全取引先に対する業務が共通化できる

（３）物流業務における効果
・出荷精度は向上する

（４）システム導入・維持・保守に関わる効果
・流通BMS導入時に各種ガイドラインが有効である
・導入／維持／保守に関わる効果が期待できる

（小売）
・商材拡大時に問題なく展開できる

（アパレル）
・値札メッセージは業務に適合し、項目に
過不足はない

（生鮮）
・EOS比率は向上する
・集計表作成データは業務に適合し、項目
に過不足はない

このような仮説を立て、
検証を行うことで・・・

スーパー業界における
流通BMSのさらなる商材拡大へつながる！
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業１‐３．Ｈ１８年度共同実証ＰＪ評価結果

流通ビジネスメッセージ標準は使える！！流通ビジネスメッセージ標準は使える！！

全体スループット ９４％ 削減全体スループット ９４％ 削減

出荷業務の早期取り掛かりによる余裕時間
⇒物流業務の精度向上

出荷業務の早期取り掛かりによる余裕時間
⇒物流業務の精度向上

今回の標準化対象の業務では個別対応ゼロ
（例、個別対応PG本数は５０分の１以下に削減可能）

今回の標準化対象の業務では個別対応ゼロ
（例、個別対応PG本数は５０分の１以下に削減可能）

各種ガイドラインの整備により作業効率が向上各種ガイドラインの整備により作業効率が向上

グロサリにおける伝票レスは
小売４社平均 ７３％ が可能

グロサリにおける伝票レスは
小売４社平均 ７３％ が可能

平成１８年度の共同実証評価結果平成１８年度の共同実証評価結果

通信時間の削減通信時間の削減

物流業務の効率化物流業務の効率化

個別プログラムの削減個別プログラムの削減

取引先追加時の負荷軽減取引先追加時の負荷軽減

伝票レスの効果伝票レスの効果
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業

２．共同実証プロジェクト実施報告
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業

２－２

２‐０．共同実証プロジェクト実施概要

９ １０ １１ １２ １ ２ ３ ４８

メ
ッ
セ
ー
ジ
検
討

共
同
実
証
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
タ
ス
ク

インフラ課題検討

平成１８年度残課題検討 平成１９年度課題検討

共同マッピング作業

正式スキーマリリース

業
界
横
断

ガイドライン
ＣＲ

導入ガイドライン作成

承認

①
体制立上げ、
計画立案、
標準EDI
仕様理解

③基本設計

⑧ネットワーク構築

⑤詳細設計

⑥ネットワーク設計④取引先との調整

②
社内調整、
システム開発
要件定義
稟議と調達

⑦EDIシステムの開発・構築・テスト

⑨取引先との
EDI通信接続確認

⑩
取引先と
業務運用確認

⇒ 本番

各実装企業
実装作業

課題対応案検討

スキーマー開発・修正

アパレルメッセージ検討

生鮮メッセージ検討

実装作業で判明した運用課題検討

５

スキーマ
ＣＲ

承認 対応方法検討

ガイドライン
ＣＲ

承認

ＪＣＡ・ＪＳＡ両協会で使用状況調査

生鮮
Ｖｅｒ 1.0

基本形
Ｖｅｒ 1.1

●

各種ガイドライン修正

協定シート作成

２－５

２－１

２－３

２－４

２－６

２－７

相対調整

２－８
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業２‐１．共同マッピング作業

◆共同マッピング作業を実施し、各社のメッセージ項目の使用方法や運用等を確認し
メッセージや運用ガイドラインの精度向上を図った。

課題件数課題件数 ４２件４２件

チェンジリクエスト要望 ２件

商材拡大タスクにて検討 ４件

共同実証後に再検討 ３件

その他 ３６件

ガイドラインへ追記
することで対応

１.「部分肉」と「包装肉」のデータ識別を可能にする 【生鮮メッセージ】
２.「納入予定時刻」「輸送手段」項目の追加 【基本形メッセージ】

課題対応案の検討

共同マッピング作業の結果、次の２件のチェンジリクエスト(CR)
をあげる事とした
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業

課題．「部分肉」と「包装肉」のデータが 混在する小売企業もあるので識別区分が必要

（１）部分肉／包装肉識別区分の項目追加
⇒識別区分項目をメッセージに追加する。（生鮮発注～生鮮受領）

（２）生鮮コードリスト追加
⇒不定貫区分に識別用コードリストを追加する。

（１）部分肉／包装肉識別区分の項目追加
⇒識別区分項目をメッセージに追加する。（生鮮発注～生鮮受領）

（２）生鮮コードリスト追加
⇒不定貫区分に識別用コードリストを追加する。

対 応 案対対 応応 案案

・スキーマ作成前までに構造、属性等を固める必要がある。

・コードリストは extendﾌｫﾙﾀﾞの入替え。

・スキーマ作成前までに構造、属性等を固める必要がある。

・コードリストは extendﾌｫﾙﾀﾞの入替え。

スキーマへの影響度スキーマへの影響度スキーマへの影響度
「extend」フォルダの

入替えとなる。

【2/15準備検討会討議結果】 ⇒ スキーマのＣＲとして討議・判断願いたい

【2 /15商材拡大ＷＧ討議結果】 ⇒ ＣＲは承認、方法は生鮮タスクで討議し決定

【3 /27生鮮タスク討議結果】 ⇒ 上記対応案（１）任意項目追加で決定
⇒ スキーマ修正

【2/15準備検討会討議結果】 ⇒⇒ スキーマのスキーマのＣＲとして討議・判断願いたいＣＲとして討議・判断願いたい

【2 /15商材拡大ＷＧ討議結果】 ⇒⇒ ＣＲＣＲは承認、方法は生鮮タスクで討議し決定は承認、方法は生鮮タスクで討議し決定

【3 /27生鮮タスク討議結果】 ⇒⇒ 上記対応案（１）任意項目追加で決定上記対応案（１）任意項目追加で決定
⇒⇒ スキーマ修正スキーマ修正

２‐２．部分肉と包装肉のデータ識別について
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業２‐３．「納入予定時刻」「輸送手段」の項目追加

平成９年度物流情報システムに
関する調査研究報告書

ＡＳＮとＳＣＭラベルによる
新検品システム（バージョンⅡ）

財団法人 流通システム開発センター
協 力 日本チェーンストア協会

課題 取引先拡大に向け、センター管理を「センター納品日＋センター納品時刻」で管理しているので
「納入予定時刻」項目を追加したい。また、現行メッセージに「輸送手段」が無く現行ASN
(出荷紐あり)に該当項目が無いので、「便No」を使用している。

「平成９年度物流情報システムに関する調査研究
報告書」P60に、「納入先ヘッダーレコード」が
定義されており、そこで「納入先着予定時刻」
「運送手段」が標準化されている。

「平成９年度物流情報システムに関する調査研究
報告書」P60に、「納入先ヘッダーレコード」が
定義されており、そこで「納入先着予定時刻」
「運送手段」が標準化されている。

P60

・アパレル卸からのご意見「他社でも輸送手段を
利用している企業がある。」

・ 「平成９年度物流情報システムに関する調査研
究報告書」を参考にレイアウト設計を行っている
企業では、流通BMS導入時に類似ケースが発生す
ると考えられる。

・アパレル卸からのご意見「他社でも輸送手段を
利用している企業がある。」

・ 「平成９年度物流情報システムに関する調査研
究報告書」を参考にレイアウト設計を行っている
企業では、流通BMS導入時に類似ケースが発生す
ると考えられる。

【2 /15 準備検討会討議結果】 ⇒ スキーマのＣＲとして討議・判断願いたい

【2 /15 商材拡大ＷＧ討議結果】 ⇒ 実際に他小売でどの程度使われているのか
ＪＣＡ・ＪＳＡ協会に調査した上で判断する。

【5 / 9 商材拡大ＷＧ討議結果】 ⇒ ５社が使用している事が判明（有効回答５１社）
追加する方向でタスクで具体化検討を行う。

【2 /15 準備検討会討議結果】 ⇒⇒ スキーマのスキーマのＣＲとして討議・判断願いたいＣＲとして討議・判断願いたい

【2 /15 商材拡大ＷＧ討議結果】 ⇒⇒ 実際に他小売でどの程度使われているのか実際に他小売でどの程度使われているのか
ＪＣＡ・ＪＳＡ協会に調査した上で判断する。ＪＣＡ・ＪＳＡ協会に調査した上で判断する。

【5 / 9 商材拡大ＷＧ討議結果】 ⇒⇒ ５社が使用している事が判明（有効回答５１社）５社が使用している事が判明（有効回答５１社）
追加する方向でタスクで具体化検討を行う。追加する方向でタスクで具体化検討を行う。
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業２‐４．実装して明確になったこと

◆値札メッセージを実装することで、値札メッセージ利用時の注意事項を明確化でき、
その内容をガイドライン類へ反映することとした。

（１）発注と同時に値札メッセージを作成する場合の考慮点について
⇒発注メッセージと同時に値札メッセージを作成する場合は、両メッセージの突合せキーを

事前に確認する必要がある。

＜実運用で明確になった注意事項＞

（２）禁則文字対応について
⇒値札メッセージでは禁則文字が使用される確立が高いので、禁則文字をどのように扱うか

事前に確認する必要がある。

（３）印刷用項目に関する注意事項
⇒値札印字仕様に印刷桁数を明示し、印刷用項目の桁数調整と全角／半角文字の使用有無を

事前に確認する必要がある。

【4/17 技術分科会討議結果】 ⇒ 値札メッセージを使用する企業が集まり
対応策を検討することとした。

【5 / 9 商材拡大ＷＧ討議結果】
⇒ 上記（１）、（３）の注意事項は、運用ガイドラインやマッピングシートに
反映させ、（２）禁則文字対応は、技術仕様部会で検討することとした。

【4/17 技術分科会討議結果】 ⇒⇒ 値札メッセージを使用する企業が集まり値札メッセージを使用する企業が集まり
対応策を検討することとした。対応策を検討することとした。

【5 / 9 商材拡大ＷＧ討議結果】
⇒⇒ 上記（１）、（３）の注意事項は、運用ガイドラインやマッピングシートに上記（１）、（３）の注意事項は、運用ガイドラインやマッピングシートに
反映させ、（２）禁則文字対応は、技術仕様部会で検討することとした。反映させ、（２）禁則文字対応は、技術仕様部会で検討することとした。
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業２‐５．インフラ課題検討

◆インフラ課題（全２３件）について検討を実施し、検討結果を各種ガイドラインに
反映させた。

２３件のインフラ課題を検討

⇒３件のみ、平成２０年度継続検討課題とした

●証明書切替運用について

●ＶＡＮ型モデルにおけるＧＬＮ等の考え方について

●ＪＸ手順の仕様について

残り20件の

検討結果を反映

1 超大データサイズ問題

2 XMLスキーマバージョン管理

3 通信ﾌﾟﾛﾄｺﾙの推奨パラメータ

4 証明書導入と証明書切り替え運用

5 接続認証方式の切り替え

6 AS2通信における仕様の曖昧な部分の決定

7 文字コード使用制限

8 既存手順から新標準手順への移行方法

9 マッピング作業

10 送受信に関する未標準化事項の取り扱いについて

11 受信・受領メッセージの要否

12 運用ルール

13 ＥＤＩの外部委託に関する課題

14 流通標準での制限事項への注意喚起

15 サーバ運用時間

16 障害時対応（回線障害）

17 障害時対応（超大データの受信）

18 高トラフィック対応

19 JX手順の仕様

20 JX手順の選択基準

21 JX手順のメッセージ種別取得機能

22 JX手順における再送要求

23 ebXML CPA雛形の標準としての管理と配布

・導入ガイドライン（概要編・業界編・システム編）
・運用ガイドライン
・ＸＭＬテクニカルガイド
・通信プロトコル利用ガイドライン
・流通ＢＭＳ協定シート
・ＣＰＡ雛形



14

経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業２‐６．導入ガイドラインの作成

◆導入ガイドラインは、利用者の目的に合うよう概要編・業界編・システム編の構成
とし、インフラ課題なども反映させ平成１８年度版を大幅に改定した。

名称名称 対象者対象者 使用目的使用目的

導入ガイドライン（概要編）

・流通ＢＭＳの導入を考え

ている企業の

ユーザ部門の方

・流通ＢＭＳの概要を知り

たい方

・流通ＢＭＳの導入を検討するにあたり、流通ＢＭＳの概要や

導入効果、及び流通業界における流通ＢＭＳの動向などを

理解することを目的に作成されたものです。

導入ガイドライン（業界編）

・流通ＢＭＳの導入を考え

ている企業の

システム企画部門の方

・流通ＢＭＳの導入手順の

概要を知りたい方

・流通ＢＭＳの導入を検討する際、または導入が決定した際に、

流通ＢＭＳの導入に必要なコストを見積るための要素や

導入手順の概略を理解することを目的に作成されたものです。

・本ガイドラインは、「導入ガイドライン（概要編）」の内容を

理解していることを前提に記述しています。

導入ガイドライン（システム編）
・流通ＢＭＳを実装する企業

のシステム開発部門の方

やＳＩｅｒの方

・流通ＢＭＳを実装する際に、実装の手順の概要と留意点を

理解することを目的に作成されたものです。

・本ガイドラインは、「導入ガイドライン（業界編）」の内容

を理解していることを前提に記述しています。
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業２‐７．共通確認シート・協定シートの改定

◆曖昧な表現を修正し、不足項目の追加・不要な項目を削除しブラッシュアップを
行った。
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業

◆実装企業の工程別工数事例は以下の通りである。（単位：人月）

対象工程：

２‐８．流通ＢＭＳの導入工数 ＜事例紹介＞

相対調整 基本設計 設計 開発 テスト 運用テスト 移行作業 本番切替

（工数：人月）1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 130

小売
Ａ社

小売
Ｂ社

卸
Ｄ社

卸
Ｅ社

小売
Ｃ社

新規導入企業
アウトソーシング型／サーバ型

商材拡大企業
アウトソーシング型／サーバ型

商材拡大企業
アウトソーシング型／サーバ型

新規導入企業
アウトソーシング型／サーバ型

５．２人月

７．５人月

２．９人月

５．９人月

１４．７人月

新規導入企業
自社構築型／ｸﾗｲｱﾝﾄ型
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業

相対調整 基本設計 設計 開発 テスト 運用テスト 移行作業 本番切替

◆流通ＢＭＳの導入工程において苦労した点、工夫した点 （小売Ａ社の場合）

２‐８．流通ＢＭＳの導入工数 ＜事例紹介 小売Ａ社＞

工数 0.2人月 0.5人月 0.5人月 2.0人月 1.0人月

期間 5ヶ月 0.3ヶ月 0.3ヶ月 2ヶ月 4ヶ月
7ヶ月

（重複あり）
1日 1日

0.4人月 0.3人月 0.3人月

５．２人月

■新規導入時 （２００６年度）
＜基本設計～開発＞工程にて、マッピングシートの作成作業に１ヶ月余り要した。社内開発部門の取りまとめに苦労した。

■商材拡大時 （２００７年度）
１．＜相対調整＞工程にて、打ち合わせが必要で、回数は2006年度と変わらない。
小売A社には商材拡大だが、お取引先様には新規導入。共同実証先の各社と何度か打合せの場を設定した。

２．お取引先様での導入に時間がかかる。理由は、導入担当者（SIer含む）にとって、新技術は難しく不慣れな為。 グループ会社での展開状況は、
JX手順でも１週間に１社のペースでしか展開できない。
例： SIerが苦労している代表的なこと
①協定シートの問合せが多い。（展開体制は整備中）
②セキュリティポリシーの制定。
③運用テストに時間がかかる。 （①②については、簡略化を検討中）

３．社内体制の整備
本格展開を視野に入れ、共同実証を基にして導入体制の整備や開発部門から運用部門への引継ぎを進めているが、まだ完全にできていない。
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業

相対調整 基本設計 設計 開発 テスト 運用テスト 移行作業 本番切替

◆流通ＢＭＳの導入工程において苦労した点、工夫した点 （小売Ｂ社の場合）

２‐８．流通ＢＭＳの導入工数 ＜事例紹介 小売Ｂ社＞

工数 0.2人月 0.5人月 0.7人月 2.5人月 1.2人月

期間 1ヶ月 2ヶ月 2ヶ月 2ヶ月 2ヶ月 1ヶ月 1ヶ月 2日

0.5人月 0.2人月 0.1人月

新規取引先

追加工数
0.1人月 0人月 0人月 0人月 0人月 0.45人月

新規メッセー

ジ追加工数 5.45人月0.1人月 0.5人月 0.7人月 2.5人月 1.2人月 0.3人月 0.1人月 0.05人月

0.2人月 0.1人月 0.05人月

５．９人月
の内訳

５．９人月

●上記から、同業他社での導入が進み、お取引先様での導入も進めば、同時に複数社の切替も工数が少なく実施出来る。
また、卸様側も小売1社と接続すればその後の導入拡大は、大きな工数を掛けることなく導入が図れるものと思われる。

●今後のメッセージ拡大が進めば、更に工数を掛けることなく、ＪＣＡからの切り替え移行コストは削減するものと思われる。

●新規取引先追加工数は、流通BMS導入済取引先であれば、
更に工数が削減する。
●弊社社内工数は、＜相対調整＞と＜移行作業＞の０．２人月のみで、
工数削減が出来ている。

新規メッセージ（値札）追加工数は、更なる省力化が課題である
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業

●工数がかかった理由＝
流通BMSを実装するために初期投資が必要

流通BMS導入のため、弊社側とVANセンター側
のシステム開発を、それぞれ別のソフト会社に
委託しており、工数が膨らんだ。（下図参照）

２‐８．流通ＢＭＳの導入工数 ＜事例紹介 小売Ｃ社＞

◆流通ＢＭＳの導入工程において苦労した点、工夫した点 （小売Ｃ社の場合）

相対調整 基本設計 設計 開発 テスト 運用テスト 移行作業 本番切替

工数 0.5人月 1.5人月 4.5人月 3.0人月 2.8人月

期間
4ヶ月

（重複あり）
1ヶ月 2ヶ月 2ヶ月 2ヶ月 1ヶ月 1.25ヶ月 0.25ヶ月

1.2人月 0.6人月 0.6人月

●インターネット接続には専門要員が必要
取引先様がサーバ型を選択されたが、インターネット接続にかなり苦戦されており、
サーバ型を選択する場合には、流通BMSを熟知したシステム開発要員が必要と感じている。

＜設計、開発＞工程では、取引先様での出荷（梱包紐付け有）データ作成に苦労した。
既存出荷データにあって流通BMSに存在しない項目（納品時間等）があり、
出荷データの設計に手間取った。更に、取引先様にて出荷データを流通BMS（XMLデータ）で
作成するのに、システム開発に手間取った。

小売C社 VAN業者 取引先様
取引先様
取引先様固定長

XML

固定長

ITﾍﾞﾝﾀﾞｰ
Z社

ITﾍﾞﾝﾀﾞｰ
Y社

１４．７人月
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業２‐８．流通ＢＭＳの導入工数 ＜事例紹介 卸Ｄ社＞

相対調整 基本設計 設計 開発 テスト 運用テスト 移行作業 本番切替

工数 0.6人月 1.5人月 1.5人月 2.6人月 0.6人月

期間 2.5ヶ月 1ヶ月 2ヶ月 2ヶ月 1.5ヶ月 1.5ヶ月

0.7人月

◆流通ＢＭＳの導入工程において苦労した点、工夫した点 （卸Ｄ社の場合）

７．５人月

＜基本設計・設計＞工程での苦労点
◆証明書申請
初めてのため取得に時間が掛かった

◆環境構築
ネットワークおよびセキュリティの
環境・設定作業に苦労した

◆技術的な知識
新技術のため、専門的な知識が
必要と感じた。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続・
ｾｷｭﾘﾃｨｰﾎﾟﾘｼｰ設計に時間を要した

＜テスト＞工程では、通信テストでエラーが発生した場合の切り分けに苦労した
（通信時に発生したエラーの例）

・通信ポート指定のあり・なし
・ＳＤＢＨの日付と通信した日との同期エラー

＜開発＞工程では、各項目について、相対間での取り決め部分があり、取引先による条件が必要となった。
（条件への対応方法の一例）

・納品伝票に先方の自由使用欄を出力する個別条件を作成した
・先方の店舗により納品するセンターが違うため、データを振り分ける機能を作成した
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業２‐８．流通ＢＭＳの導入工数 ＜事例紹介 卸Ｅ社＞

相対調整 基本設計 設計 開発 テスト 運用テスト 移行作業 本番切替

工数 0.2人月 0.2人月 0.3人月 0.7人月 0.5人月

期間 12月後半 1ヶ月 2ヶ月 2.5ヶ月 1.5ヶ月 2ヶ月 0.1ヶ月 0.1ヶ月

0.8人月 0.1人月 0.1人月

◆流通ＢＭＳの導入工程において苦労した点、工夫した点 （卸Ｅ社の場合）

２．９人月

＜テスト＞工程
・通信（メッセージ送受信）時間の短縮

現行のＪＣＡデータとの項目内容のチェックに時間がかかった

＜設計・開発＞工程
・値札メッセージ利用による出荷作業に合せた社内値札発行システムの構築

（値札メッセージの発注商品情報が任意の為、社内出荷データと何を使用して突合せを行うか）
・クライアントソフトの通信パラメータ情報の設定・自動運用・基幹システムとの連携の構築

（ソフトが開発段階のため自社で開発）
・社内レイアウトに変換するマッピング作業

（マッピング作業を行う際、実データも併せて確認を行い苦労した。 ）
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業２‐８．流通ＢＭＳの導入コスト ＜ハード・ソフト費用＞

◆共同実証PJ参加企業の導入コスト事例 （卸Ｆ社の場合）

事例１： 卸Ｆ社 サーバ型／自社構築型事例

◆特徴

ハード費用 2,500,000円

ソフト費用 2,500,000円 フ
ァ
イ
ア
ー
ウ
ォ
ー
ル

社内
ネットワーク

インターネット

ル
ー
タ

ＤＭＺ

ＥＤＩサーバ
（本番機）

ＥＤＩサーバ
（予備機）

基幹システム

公開Webサーバ

卸 Ｅ社 システム構成図
筐体１台で

サーバを構築

■前提条件
①プロトコル ebXML
②サーバ２台（本番機／予備機）

予備機はコールドスタンバイ
③ソフトウエアのカスタマイズなし
④1時間あたりの処理量（目安）

10Ｍ程度のファイルを10送受信
⑤取引先数 ２社程度

ルータ

取引先数／ﾃﾞｰﾀ量増加に応じ
て、スケールアウト可能。

１．初期導入時は、筐体１台でサーバを構築し、費用低減を図った。
２．将来のお取引先様／データ量増加へは、ハード及びソフトのスケールアウトで対応可能。
３．ハード障害が発生した場合に備え、電源断の予備機を準備している。
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業２‐８．流通ＢＭＳの導入コスト ＜ハード・ソフト費用＞

◆共同実証PJ参加企業の導入コスト事例 （卸Ｇ社の場合）

事例２： 卸Ｇ社 クライアント型／自社構築型事例

◆特徴

ハード費用 150,000円

ソフト費用 150,000円

ＪＸ 通信

社
内

業
務
シ
ス
テ
ム

データ
変換

ＣＳＶﾌｧｲﾙ

クライアント

卸

■前提条件
①パソコン１台

メモリは大きい方が良い
②ソフト

ＪＸクライアント＋年間保守
③設定作業は自社で行う

１．クライアントソフトは、通信とデータ変換のみであり、メッセージ種単位にＣＳＶファイルを出力する。
２．小売様が追加されても自社内で簡単に接続先の追加が出来る。
３．接続先毎、メッセージ種毎に、異なるＢＭＳバージョンに対応出来る。
４．パソコンなので何か有っても、自社で対応が出来る。

卸 Ｆ社 システム構成図

小売

送信

受信

ＪＸ通信

すべて同じフォーマット
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業

３．共同実証の評価結果
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業３‐１．共同実証の総評

流通ＢＭＳの普及拡大へ大きな確信を得られた

メッセージ精度の確保

◆共同マッピング作業にて、
項目の充足度を確認できた

◆複数商品カテゴリ
（グロサリ、アパレル、生鮮）での
共同実証を通して、メッセージの
有効性を確認した

商材拡大への手応え

◆複数カテゴリでの共同実証を通して、
大きな負荷もなく商材拡大が可能
であることを確認した

インフラ課題の解決

平成１８年度の共同実証で得られた評価平成１８年度の共同実証で得られた評価

◆明確になっていなかったインフラ面
での課題は、ルール決めや推奨案
を策定することで解決した

◆検討結果は各種ガイドラインや
流通ＢＭＳ協定シートに反映させた

◆証明書運用などは、課題事項が
明確化され、継続検討の予定

さらに、平成１９年度の共同実証で得られた評価

平成１９年度の共同実証評価結果は・・・平成１９年度の共同実証評価結果は・・・
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業３‐１．共同実証の総評

◆流通ＢＭＳ Ｖｅｒ1.0の精度が高いことが証明された
◆商材拡大時の導入負荷は大幅に軽減できることが実証された

導入サポート 各種ガイドラインが整備されてきたことで、実装時の負荷は低減されている

新規メッセージの適合度
一部、チェンジリクエストで対応。それ以外は、メッセージ項目に過不足
はなく、業務に適合することが実証された

メッセージ／プロセスの適合度 商材拡大時にも、Ｖｅｒ１．０の基本プロセスが適用できた。

商材拡大時の負荷
初期導入時に比べ、商材の拡大時は、期間、工数とも低減できた
（例：H18年度14.9人月⇒H19年度5.1人月）

インフラ
課題

メッセージ
精度

ＥＯＳ比率
生鮮においてはＥＯＳ比率が向上し、業務効率の改善が見込まれる
（例：流通BMSに完全移行すれば ０％⇒８０％に向上）

商材拡大

⇒ 普及拡大に向けた展開ができる！
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業３‐２．共同実証の評価結果（１）

■メッセージ精度の確保

■流通ＢＭＳを導入することで、物流業務における作業効率化や
ＥＯＳ比率の向上などの業務改善効果が期待できる。

●メッセージ項目の充足度と業務プロセス適合度

・メッセージ項目の必須／任意区分、及びコードリスト体系に対し、変更要求はなく業務に適合
することが実証された。

●メッセージの有効性、業務改善効果

・複数商品カテゴリ（グロサリ、アパレル、生鮮）での共同実証を通して、メッセージの有効性が
実証された。

・不定貫商材においても、標準化されたビジネスモデルに対応できることが実証されたため、
完全移行後はEOS比率が大きく向上することが見込まれる。

・業務プロセスごとの送受信時間短縮により、物流業務などの作業効率化が図れる。

・GLNを標準コードとして採用する企業が増えてきている。
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業３‐２．共同実証の評価結果（２）

■インフラ課題の解決

●ガイドライン類の整備

・これまで曖昧だったインフラ面における問題が解決され、各種ガイドラインやツールの精度が
向上したことで、実装時の作業負荷は低減された。

●システム面での効果

・一度流通BMSの環境を構築した後は、取引先や対象商材を追加をする場合でも、
運用を変えずに対応することができる。

・サーバ型の場合：PULL型からPUSH型への変更に伴い、データ処理方法などの運用が変わる。
・クライアント型の場合：既存手順と同様PULL型のため運用形態に大きな変化は無い。

●証明書運用

・今後の普及拡大に向けて証明書の切替運用は負荷が大きくなることが想定されるので、
平成２０年度の継続検討課題とした。

■初期導入時のサポート情報は整備された。システム運用面での
課題は明確化されており、早期の解決が必要である。
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業３‐２．共同実証の評価結果（３）

■商材拡大への手応え

■一度流通BMSの環境を構築すれば、商材拡大時には
大きな負荷なく展開できる。

■流通BMSへの完全移行後には、個別対応プログラムの削減
や通信費用の削減等のコスト削減が見込まれる。

●複数商材での実証

・同じメッセージで複数商材（グロサリ、アパレル、生鮮）の対応が可能であることが実証された。

・対象商材の追加や取引先を追加する場合でも、大きな負荷なく対応することができた。

●コスト面での効果

・メッセージ項目やインフラ基盤の共通化により個別対応が減るため、取引先追加時の
仕様確認等の工数は削減された。

・一度流通BMSを実装した後は、取引先や対象商材を追加する場合の作業負荷を
１／２～１／３程度に低減できた。

・完全移行後には、個別対応プログラム削減等によるコスト削減が想定できる。
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業標準コードの使用状況

◆実装企業におけるＧＬＮの使用状況は、平成１８年度に比べ高まってきている。
◆対象商材（アパレル、生鮮）の特性により、ＧＴＩＮの使用率は低かった。

◆通信プロトコル上では、ＧＬＮの使用が推奨されているため、１００％の利用率である。

◆平成１８年度に比べると、ＧＬＮをメッセージの中で使用する企業も増えてきている。

◆ソースマーキングされていない商材の場合は、ＧＴＩＮの使用率は低いが、
これらの商材でも流通ＢＭＳに対応できることが実証できた。

通信上の
ＧＬＮ使用状況

メッセージ上の
ＧＬＮ使用状況

ＧＴＩＮ使用状況

使用 100%

使用 14%

未使用 86%

使用 31%

未使用 69%
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業生鮮分野におけるＥＯＳ化の促進

◆流通ＢＭＳを導入することで、ＥＯＳ比率は大きく向上させることができる

◆生鮮商材においては、不定貫商材等も流通ＢＭＳで対応できることが実証され
ＥＯＳ化の向上に大きな弾みがついた。

導入前 完全移行後

Ａ社 ０％ ⇒ ８０％

Ｂ社 ９５％ ⇒ １００％

●これまで個別対応の多かった
不定貫商材においても、標準化された
ビジネスモデルに対応できることが
実証されたため、完全移行後はＥＯＳ比率
が大きく向上することが見込まれる。

●この標準化は、中小規模の企業においては
システム化（業務改善）の促進につながる。
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業流通ＢＭＳの導入工数

◆商材拡大時は、導入にかかる負荷を大幅に低減できる。

◆商材拡大時だけでなく、新規導入でも相対企業が導入済なら、
負荷は大幅に低減できる。

⇒流通ＢＭＳは、導入が拡大するほど、導入負荷が低減できる。

Ｈ１９年度
商材拡大実施企業

５．１人月

Ｈ１８年度
新規導入企業

１４．９人月

Ｈ１９度
新規導入企業

１２．６人月

流通BMSの導入工数比較

導入工数
７６％低減

●流通ＢＭＳを初めて実装する場合は、流通ＢＭＳの
仕様理解や環境構築等に工数や費用がかかる。

●しかし、H１８年度に流通BMSを新規導入した企業が、
H１９年度に商材拡大（対象業務プロセスの追加
や取引先追加等）を実施した際の工数は５人月程度
であり、初期工数の１／３程度で対応できている。
これらの工数は、業務プロセスの追加に伴う
バックエンドシステムの改修工数である。

●H１９年度に流通BMSを新規導入した企業は、
H１８年度に実装した企業に比べると、１割程度
短い期間で対応できている。
これは、実装面での情報が各種ガイドラインなど
により整備されたことも一つの要因と考えられる。

※導入工数とは、相対調整、基本設計、設計、開発、テスト、
運用テスト、移行作業、本番切替の工数。

※導入形態やシステム改修範囲により、導入工数、特に、開発工数
は大きく違う。

環境構築

業務対応
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業流通ＢＭＳの導入工数 ＜事例紹介＞

小売Ａ社 小売Ｃ社 卸Ｄ社

Ｈ19年度
流通BMS導入状況

卸Ｅ社

商材拡大 新規実装 新規実装 新規実装

５．２人月／
１１．６ヶ月

１４．７人月／
８．５ヶ月

７．５人月／
１０．５ヶ月

２．９人月／
９．２ヶ月

ebXML/AS2/JX ebXML ebXML JXクライアント

アウトソーシング型／
サーバ型

アウトソーシング型／
サーバ型

自社型／
サーバ型

自社型／
クライアント型

１０社 ２社 ２社 ２社

利用プロトコル

導入形態

相対企業数

工数／期間

◆Ｈ１９年度共同実証プロジェクト参加企業の導入工数
～流通ＢＭＳの導入状況や導入形態の異なる５社（小売３社、卸２社）の工数／期間の事例～

※導入工数は、導入形態（自社型/ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ型/VAN・ASP型、サーバ型/クライアント型など）の違いや、自社システムの
改修範囲などにより大きく異なる。よって、上記の導入工数は、ひとつの目安である。

小売Ｂ社

商材拡大

５．９人月／
１１ヶ月

ebXML/JX

アウトソーシング型／
サーバ型

５社



34

経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業

４．共同実証の残課題
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業４‐１．平成１９年度の残課題

◆平成１９年度の残課題は全１４件。８件は平成２０年度技術仕様部会で検討予定。

1

(1-1) メッセージのバージョンの定義
スキーマを構成するファイルやフォルダにさまざまなバージョンが使われており、メッセージのバージョンとしてどれを指定し
て良いかわからない。

2

(1-2) 受信したメッセージのバージョンを識別するルール
メッセージ中にバージョンを指定するタグがあるが任意であるため、指定されていないメッセージを受信する場合がある。そ
のため、バージョンを指定するルールを決めたい。
また、指定できない場合の対応も検討する。

3

(1-3) 同一会社で同一のメッセージ種の異なるバージョンを使う際の振り分け方法
事業部別に異なるメッセージのバージョンを同じEDIサーバで取り扱う際の、XMLメッセージの振り分け方法のルール決めが
必要である。

4
(1-4) マイナーバージョンの下位互換
取引先毎にマイナーバージョンが異なる場合に複数のスキーマを使い分ける運用負荷が高い。

2 ＶＡＮ VAN /ASPサービスの利用 B 1
VAN/ASPサービスの利用形態に応じて、流通BMSのSBDHやEDI通信上の送信者、受信者の指定方法を検討する。

3
セキュリ

ティ
接続認証方式について B 1

JX手順クライアントの認証方式（ベーシック認証と、SSLクライアント認証）について、
証明書運用とＪＸ手順の整備状況等の観点から推奨方式を検討する必要がある。

B 1

(5-1) 通信プロトコル仕様の準拠確認
流通BMSで採用する通信プロトコル仕様を満足しているか、という観点で通信ソフト製品を評価する指標が必要である。
（H19インフラ課題No19：JX手順の仕様の不足等の問題も含む）

B 1
(5-2) XMLマッパーの準拠確認
流通BMSで定義されたスキーマに対応したXMLマッピング製品を評価する指標が必要である。

5
セキュリ

ティ
証明書切り替え運用 Ａ 1

導入ガイドライン記載の電子証明書の切り替え作業（失効時、期限切れ等）では、取引先が多数の場合に作業負荷大。効
率のよい切り替え運用方法の指針が必要。

6 ＸＭＬ 禁則文字 Ａ 1
値札メッセージでは、禁則文字とされている「－」や「～」が必ず使用されている。この点が改善されないと値札メッセージ利
用の効果が低下すると思われる。

7 通信 通信ポートの使用ルール B 1
標準のHTTP／SSL通信ポートが既に使用されていた場合の対策を検討する。

8 通信 相対間でのインフラ面の調整 A 1
工数がかかっている問題、原因を整理し、対策を検討する必要がある。
（例．CPAの作成/交換、接続テスト時のエラー発生等）
共同テスト環境で発生したエラー内容を整理する。

優先度
追
番

対象課題の現象、状況

XMLメッセージのバージョン B

№

流通BMSの準拠確認方法
導入支

援
4

分類 課題タイトル

1 ＸＭＬ
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経済産業省 平成１９年度
流通システム標準化事業４‐２．平成１９年度の残課題

◆下記６件は、平成２０年度商材拡大タスク等で検討予定。

9
メッセー

ジ
取引先コードの運用について B 1 ボランタリー、生協および中小ＶＡＮの調整をした上で対応を検討する。

10
メッセー

ジ
卸から始まる返品プロセスの検討 B 1 現行の業務プロセスでは卸側から発生する返品プロセスについて検討する。

11
メッセー

ジ
値札メッセージの運用について B 1

商品コードでのサマリではなく、伝票単位での運用が可能かどうか検討する。
⇒値札メッセージを使用している実装企業間で対応方法を検討中。

12
メッセー

ジ
値札メッセージの繰返し項目について B 1

繰返し３回、項目数３０で行う。（実運用レベルでは上記数値でも余裕はある、ガイドラインの追記についてはアパレルＷＧと
調整）　⇒共同実証後に再確認。

13
メッセー

ジ
値札メッセージの送信タイミング B 1

①発注データと同時に送信する場合②事前送信する場合　がある。共通確認シートの確認項目とするか？
⇒共同実証後に再確認。（上記No11の検討と合わせて検討）

14
メッセー

ジ
「納品時刻」、「輸送手段」項目追加 B 1 ＣＲとするかどうか、協会側でアンケート実施中。
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